
（２）事業活動収支計算書 （法人全体）の概要

　事業活動収支計算書は、当該会計年度（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）の活動収入及び

活動出の内容及び均衝の状態を明らかにするためのものであり、次のグラフは、事業活動別にグラフに

したものである。

　当年度決算の結果、教育活動収支については、収入は２，１６２百万円、支出は２，１３８百万円となり

教育活動収支差額は２４百万円の支出超過となり、教育活動外収支については、収入は１２百万円、

支出は０円となり教育外活動収支差額は、１２百万円の収入超過、特別収支については、収入は１８万円、

支出は６百万円となり特別収支差額は６百万円の支出超過となった。

　結果、基本金組入前当年度収支差額は３１百万円となり、基本金組入額合計△４１万円を加えた当年

　 度収支差額は３１百万円となった。

　前年度収支差額３，１９４百万円を加え、基本金取崩額５２百万円を加えた翌年度繰越収支差額は

３，２７７百万円となった。

項目

金額

構成比率

（単位　：　百万円）

教育活動収入 

2,162 

99.4% 

教育活動外収入 

13 

0.6% 

特別収入 

0 

0.0% 

事業活動収入計 

 2,176百万円 

  100.0% 

教育活動支出 

2,138 

100% 

特別支出 

0 

0% 

教育活動外支出 

6 

0% 

事業活動支出計 

 2,144百万円 

 100.0% 



＜用語の説明＞

　　　　教育活動収支　　　　　・・・　（収入）当該年度のすべての収入のうち、教育活動収入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（支出）当該年度のすべての支出のうち、教育活動支出

　　　　教育活動外収支　 　　・・・　（収入）受取利息・配当金、その他教育活動外の収入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（支出）借入金利息、その他教育活動外の支出

　　　　特別収支　　　　　  　　・・・　（収入）資産売却収入、その他の特別収入（施設設備寄付金・施設設備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          補助金）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（支出）資産処分差額、その他の特別支出

　　　　基本金組入額合計　 　・・・  教育活動に必要な資産を継続的に保持するため維持するべきものとして、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地、建物、機器備品等の資産を自己資金で取得した額で、帰属収入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から組入れた金額（取得額と同額）
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